「大阪府における指定通所介護事業所等で提供する宿泊サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」の概要
≪目的≫




指定通所介護事業所（デイサービス事業所）等で提供されている宿泊サービスは、介護保険適用外の自主事業であり、国において安全面やプライバシー確保等利用者の処遇面に関する基準等が定められていないため、宿泊サービスを提供する場合における遵守すべき事項を定めることにより、利用者の尊厳の保持及び安全確保を図ることを目的とする。





≪構成≫





運営に関する基準





設備に関する基準





人員に関する基準





総則





・基準の対象となる宿泊サービス事業所の考え方


　⇒１月のうち１日でも宿泊サービスを提供する事業所は基準の対象とする


・利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス提供に努めること


・デイサービスやケアマネジャーと必要な連携を行うこと


・宿泊サービスを提供する条件


⇒家族の疾病、冠婚葬祭、レスパイトケア等


・連続して宿泊サービスを提供する上限日数


　⇒原則３０日


・要介護認定及び要支援認定期間における宿泊サービスの提供日数


　⇒要介護認定、要支援認定の有効期間のおおむね半数を超えないこと





・従業者の配置


⇒利用者の数が９人までは１人、１０人から１８人までは２人等


・従業者の資格等


⇒介護福祉士等の資格を有する者又は介護職員基礎研修若しくは訪問介護員等養成研修１級課程若しくは２級課程終了者以外の場合、介護等に対する知識及び経験を有する者であること


・緊急時対応としての職員体制


⇒宿直職員の配置又は提供時間帯を通じた連絡体制の整備を行うこと








・利用定員


⇒デイサービスの運営規程に定める利用定員の２分の１以下にすること


・宿泊室の定員及び広さ


⇒１室あたり１人の定員とすることとし、床面積は７.４３㎡以上とすること


個室以外の宿泊室を設ける場合も一人あたり７.４３㎡以上の面積とすること


・個室以外の宿泊室を設ける場合のプライバシー確保の方法


　⇒パーテーションや家具などにより利用者同士の視線の遮断を確保すること


・必要に応じてナースコール等を設置すること


・消防法その他法令等に規定された設備を確実に設置すること


　⇒宿泊者に占める自力避難困難者の割合が半数以上の事業所は、主として入所を伴う施設と同等の消防設備の設置が必要





・宿泊サービスの内容及び利用期間等について利用申込者の同意を得ること


・宿泊サービスを提供した際には記録を残し、申し出があった場合には利用者に提供すること


・緊急かつやむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならない


・常にサービス内容を自ら評価し、改善を図ること


・利用者に病状の急変が生じた場合等は主治の医師へ連絡する等必要な措置を講じること


・従業者の資質向上のための研修の機会を確保すること


・非常災害時に関する具体的計画を立て、定期的に必要な訓練を行うこと


・感染症の発生・まん延が生じないよう必要な措置を講ずるよう努めること


・正当な理由なく職務上知りえた利用者及び家族の秘密を漏らさないこと


・利用者及びその家族の苦情に対して適切に対応すること


・宿泊サービスの提供により事故が発生した場合、必要な措置を講じること





３





※主にショートステイや小規模多機能型居宅介護の基準に準拠








